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改正土壌汚染対策法の施行（H22.4）について

『改正土壌汚染対策法』の施行により、自然由来による重金属等の汚染土壌についても、同法『改正土壌汚染対策法』の施行により、自然由来による重金属等の汚染土壌についても、同法
の規制を受けることとなる。

制 度制 度

2出典：環境省ホームページ土壌汚染対策法について



廃棄物処理法（廃掃法）の一部改正（H23.4施行）

『廃棄物処理法』の改正により、建設廃棄物の処理責任は、排出事業者である建設工事の元『廃棄物処理法』の改正により、建設廃棄物の処理責任は、排出事業者である建設工事の元
請業者が負うことが明確化された。

3出典：環境省ホームページ「平成２２年改正廃棄物処理法について」



第四次環境基本計画（H24.4閣議決定）の概要

環境行政の究極目標である持続可能な社会を、「低炭素」・「循環」・「自然共生」の各分野を統
合的に達成することに加え、「安全」がその基盤として確保される社会であると位置づけられた。

4出典：環境省ホームページ「第四次環境基本計画の閣議決定について出典：環境省ホームページ「第四次環境基本計画の閣議決定について



電気事業者による再生可能エネルギーの電気の調達に関する
特別措置法施行（H24.7施行）

『再生可能エネルギー固定買取制度』により、建設発生木材を活用した発電についても電力会
社による買取が義務付けられた。

5出典：経済産業省ホームページ「再生可能エネルギーの固定買取制度について」



大気汚染防止法の改正（石綿対策の強化）

『大気汚染防止法』の改正（Ｈ２５．６．２９公布）により、建築物の解体等時における石綿の飛気汚 防 法』 改 、建 物 解体 綿 飛
散防止対策が強化された。

改正内容改正内容

（１）特定粉じん排出等作業を伴う建設工事の実施の届出義務者の変更
現在 解体等工事の施工者が行うべきとされている特定粉じん排出等作業（吹付け現在、解体等工事の施工者が行うべきとされている特定粉じん排出等作業（吹付け

石綿等が使用されている建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業をいう。）を
伴う建設工事の実施の届出について、解体工事等の発注者又は自主施工者が行う
べきこととするべきこととする。

（２）解体等工事の事前調査の結果等の説明等
解体等工事の発注者から解体等工事を請け負う受注者は 当該工事が特定工事解体等工事の発注者から解体等工事を請け負う受注者は、当該工事が特定工事

（特定粉じん排出等作業を伴う建設工事をいう。）に該当するか否かの調査結果及び
届出事項を発注者に書面で説明するとともに、その結果等を解体等工事の場所に掲
示しなければならない示しなければならない。

（３）報告及び検査の対象拡大
都道府県知事等による報告徴収の対象に 届出がない場合を含めた解体等工事
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都道府県知事等による報告徴収の対象に、届出がない場合を含めた解体等工事
の発注者・受注者又は自主施工者を、また都道府県知事等による立入検査の対象
に解体等工事に係る建築物等を、それぞれ加える。



廃石膏ボードの排出状況
我が国の石膏ボードの生産量は、１９９０年代後半にピークとなったのち、４００百万～６００百
万ｍ２で推移している。

廃石膏ボードの排出量は、平成５０年頃には、３００万ｔまで増加すると推計されている。
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7



震災廃棄物由来の再生資材の利用

東日本大震災の災害廃棄物については、処理が進んでいる。東日本大震災の災害廃棄物については、処理が進んでいる。

8出典：環境省ホームページ・広域処理情報サイト



震災廃棄物由来の再生資材の利用

東日本大震災の災害廃棄物について、再生利用可能なものは極力再生利用を実施。東日本大震災の災害廃棄物について、再生利用可能なものは極力再生利用を実施。

復旧事業等において、1,074万トンの利用を予定。

9出典：環境省ホームページ・広域処理情報サイト



アスファルト合材量の推移

アスファルト合材量の需要動向は年々減少傾向にある。

（千㌧） 再生合材 新規合材

アスファルト合材量の需要動向は年々減少傾向にある。

アスファルト合材に占める再生アスファルト合材の割合は増加傾向にある。

再生アスファルト合材に含まれる再生骨材の割合についても増加傾向にある。
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10出典：（社）日本ｱｽﾌｧﾙﾄ合材協会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ及び「ｱｽﾌｧﾙﾄ合材統計年報」より加工
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ＰＣＢ廃棄物の適正管理・処理

『ＰＣＢ特別措置法』の政令改正によりＰＣＢ廃棄物の処理期限が、平成２８年度から平成３９年措 法』 令改 廃 物 期限 、 度
度までに延長された。

11
出典：環境省 ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討委員会報告書


